
施設名 施設所管課

所在地 指定管理者

　事業所では、運営事項の審議や調整
の場としての会議、また、分野ごとに
詳細検討や素案作成等を行う委員会を
多数設置している。これらは、事業計
画に記載されているものだけでも24あ
るが、会議の中には、年に1～2回程度
開催のものもあるが、毎月開催してい
るものが多い。業務の性質からして、
メンバー全員が集まれる時間の確保だ
けでも苦労があると想定される。一つ
の会議体に異なる複数の役割を持たせ
るなど、会議体の運営のあり方につい
て検討していくことに期待したい。

　外部との連携は今後必須になると考えている
が、利用者の個人情報、とりわけ機微情報をお預
かりしている以上、個人情報保護法や港区情報安
全対策基本指針等の順守は不可欠であり、オンラ
イン上での連携は慎重でなくてはならないと考え
ている。
　令和5年度は、厚労省等による情報を十分に得つ
つ、連携可能な部分ととそうでない部分を精査し
ながら、更なる情報共有の工夫を行っていく。

所管課確認欄
（施設所管課記入欄）

令和５年４月以降の取組予定
（指定管理者記入欄）

　左記の会議以外は、部署を横断した、より現場
に近い担当職員が委員となっており、メンバーの
重複はあまりない。可能な限り多くの職員が何ら
かの委員を担うことにより、職場の意見を集約
し、委員会の場で発信することで、広い意味での
職員育成に寄与していると考える。これらの会議
体については、着実に開催されるよう、シフト作
成時までに各委員会の開催日を決定することを励
行していく。委員会によっては年度当初に開催ス
ケジュールを決定しているが、今後、改めて検討
内容や目的を精査し、類似するものは統合ができ
ないかの洗い出しを行い、更なる効率的な施設運
営、職員の負担軽減を目指していく。

改善すべき指摘内容等 対応事業者
（共同事業体の場合記入）

令和５年３月までの改善状況等
（指定管理者記入欄）

　次の会議は、主要メンバーがいずれも管理職や
係長級職員であるため、同じ日程で実施すること
により勤務シフトの調整が容易になるよう工夫
し、効率的に運営を行っていた。
【毎月第2木曜日】
管理職会、事故苦情対応委員会
【毎月第3木曜日】
課長会、安全衛生委員会、感染症予防検討会、
【毎月第4水曜日】
施設内連絡会、身体拘束廃止検討会、虐待防止検
討会、給食検討会、マニュアル整備検討会、ケー
ス会議（褥瘡予防検討会、ケアプラン、栄養ケア
計画検討会、見取り介護についての検討会）

　左記の高齢者支援課に提出した申請について
は、区の指示に沿って協議を行い、令和5年10月に
は記録ソフトを本格稼働できるよう、取り組んで
いく。港区情報安全対策基本指針を遵守し、入念
なテストを行い、信頼性、安全の確保に万全を尽
くしていく。本格稼働後は、介護職、看護師、生
活相談員、機能訓練指導員、管理栄養士等の情報
を一元管理することで、利用者の記録に一覧性が
獲得されるため、利用者家族への「正確でタイム
リーな」報告が可能となる。各専門職が利用者の
情報共有をする中で「普段の様子と何か違う」と
いった違和感を感じた際には、迅速な対応を開始
することで状況の悪化を防止できるように、専門
職による情報共有を一層進めていく。

　現在も、日々の利用者の状態観察を
多職種の職員が協力して行っており、
その結果を記録や日誌等に残してい
る。特別な事項や状況急変等によっ
て、相談員や看護師がその都度ケアマ
ネジャーや家族に連絡を取っている。
緊急時のマニュアルもしっかり整備さ
れている。しかしながら、記録類の電
子化対応が進んでいないため外部とシ
ステムを通じた連携があまり図れてい
ない模様である。来年度に電子化を導
入する予定であるため、外部との介
護、医療連携におけるシステムの利用
を検討するなど、さらなる情報共有へ
の工夫を進めていくことに期待した
い。

　事業所では、これまで各種記録の作
成において手書きによる業務が多く、
電子化の推進に向けた取り組みを進め
ることとしている。事業所における記
録類は、大変きめ細かく作成されてお
り、職員間での情報共有が図られ、丁
寧な利用者への支援につながっている
ことが窺えた。今後は、従来の記録内
容の良さをいかしつつも、電子化によ
り達成できる効率化の利点を取り入れ
ていくことに期待したい。記録作成作
業の効率化と、利用者へのきめ細かい
観察の視点を両立させていくことに期
待したい。
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　家族やケアマネジャー、各専門職と
の連携による業務効率の改善と各法令
順守を鑑みて、効率的かつ安全な情報
共有を実現するよう指導していく。

　当施設では記録の写しをケアプランの参考資料
として家族に送付しており、「普段の生活の様子
がよくわかる」との声をもらっている。一方、同
じ内容を数か所に入力しなければならないなど、
手間がかかっており、水分や食事摂取量、排泄等
については、一人ひとりの状況の時系列変化がわ
かりにくくなっている。数日間の水分摂取量等、
確認すべき事項の一覧性に欠けるなどの課題があ
るため、法人全体で記録ソフトの導入に向けた取
組を進めてきた。当施設においても、施設各部署
にＩＣＴ導入担当を置き、事務フローや帳票の洗
い出し、記録ソフトの選定、システム構成の検
討、必要な機器と必要数、運用方法の検討等を
行った。令和5年10月からの本格稼働を目指し、令
和5年3月には高齢者支援課へシステムの持ち込み
申請を行った。

　毎利用時の記録作成は、各専門職の連携により
事業所内の共有においては適切に行えているもの
の、電子化が未達成であることから、記録そのも
のに時間を要しており、改善が必要な事項である
ことを認識している。
　現在、電子化に向けた取組を進めるとともに、
厚労省で進められている「ケアプランデータ連携
システム」についての情報収集を行っている。

　現行の取組を継続するとともに、目
的意識を持った会議体運営を行い、利
用者が安心して過ごすことが出来る施
設運営や業務の効率化を図れるよう指
導していく。

　既に協議を受けているICTの導入を
進め、利用者及びそのご家族の利便性
向上と、効率的な記録の作成が実現出
来るよう指導していく。また、個人情
報管理の観点から、法令を遵守した記
録の管理を指導していく。


